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　　年　　月　　日
公益財団法人横浜企業経営支援財団 御中

管理運営施設の協賛に関する申込書

本要領の各条項を十分理解し、下欄「誓約事項」を誓約のうえ、次のとおり申し込みます。
	ふりがな
	

	名　称
	

	所在地
	〒

	
	

	代表者職名・氏名
	

	担当者
	氏　名
	

	
	連絡先
	TEL
	
	FAX
	

	
	
	部署名
	
	E-Mail
	

	業種・事業内容
	

	協賛希望施設
	(いずれかに○)  
横浜新技術創造館　・　横浜情報文化センター　・　横浜市金沢産業振興センター　　

	協賛希望期間
	　　年　　月から  　　年　　月まで

	内　　　容
	１　協賛金（　　　口）　（　　　　　　　　　　円）
　　協賛金の１口の額は60,000円に消費税等相当額を加算した額となります。上記には協賛を希望する口数と、当該額に希望口数を乗じて得た額をご記入ください。
２　協賛品
	品名
	　 規格・数量等
	時価相当額(円)

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	時価相当額合計
	




	リンク先URL
	(協賛者の名称と併せてリンクを希望される場合はご記入ください。)
※協賛者のWEBページへのリンクに限ります。また、施設の設備等には掲載しません



	誓約事項
	・公益財団法人横浜企業経営支援財団（以下財団という。）の広告関連規定を順守します。
・横浜市暴力団排除条例（以下「条例」という。） 第２条第２号から第５号又は条例７条に規定する者には該当しません。
・神奈川県暴力団排除条例第23条第１項又は第２項には違反していません。
・誓約事項に反しないことを確認するため、財団から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出し、財団が本誓約書及び該当役員名簿等を、神奈川県警察に提供することに同意します。
・誓約事項と相違する事項が判明したとき、又は当該誓約事項に反した場合は、何ら通告なく協賛を終了し、及び以後契約の相手方としないこと、契約解除を行うこと等、財団が行う契約等に係る一切の措置について、異議はありません。



                〈申込書の送付又は送信先〉 　               
〒231-0011 横浜市中区太田町２丁目23番地　
公益財団法人横浜企業経営支援財団　総務部施設経営担当　
　　　　　　　　　　　　　　　　　           ファクシミリ：045-225-3737
                                                   電子メール：media@idec.or.jp 

